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【ごみ減量化に向けた施策の取組状況について】 
 ①主要事業等の実施状況 

１．資源ごみ分別収集事業 
    容器包装リサイクル法に基づく容器包装廃棄物（生きびん、その他のびん、飲料用缶、その他

の缶、ペットボトル）を、資源ごみ収集所において、環境衛生推進委員の立会指導のもと収集を

実施。収集量に応じ、各自治会へ１kg 当たり６円の報償金を交付。 
    平成２６年４月より、公民館等の公共施設の拠点回収場所（１４箇所）に加え、１４自治会で

２３カ所の常設回収場所を設け、収集を実施。 
 

 ２．集団資源回収事業 
    資源再利用の推進、ごみの減量及び生活環境の保全を図ることを目的とし、古紙等を分別・回     

収しているＰＴＡ、子ども会、自治会等に報奨金を 
交付。 
平成２８年度の要綱改正により、１kg 当たり 

一律３円の単価を、種類を１種類ずつ増やすごと 
に１円ずつ加算する方式に変更。 

 
３．使用済小型家電回収事業 

    使用済小型家電には、レアメタルなど多くの有用金属が含まれている。貴重な資源を再利用す

るため、家庭で使われていた使用済小型家電を平成２６年４月より回収。 
    環境推進課（本庄市役所４階）及び支所環境産業課（児玉総合支所２階）に回収ボックス（投

入口３０㎝×１５㎝）を常設。ボックスの投入口に入らないものについてはイベント回収を年２

回程度実施。 
    また、平成２７年１２月より認定事業者（リネットジャパン㈱）との協定による宅配便回収（イ

ンターネットから申込）を実施。    
 
  ４．廃食用油リサイクル事業 
    家庭からの廃食用油を随時公民館等で拠点回収し、再資源化を図っている。平成２８年３月に、

ドラム缶に直接入れる方法からペットボトルを利用した回収方法に変更。 
   令和３年度実績で、１，１０２㎏。 
 
  ５．牛乳パック回収事業 
    市内小中学校の給食で出る牛乳パックを回収し、再生したトイレットペーパーを配布。  
    令和元年度実績では市内小中学校の給食で出る牛乳パックを約１１トン回収し、再生したトイ

レットペーパー３，４００個を各学校へ配布したが、令和２年度以降、本庄市教育委員会・上里

町教育委員会・本庄上里学校給食センターより、新型コロナウィルスの感染拡大防止の観点から

牛乳パックはリサイクルせずに可燃ごみとして処理することが望ましい旨の通知（以下「通知」

という。）を受け、回収事業は実施せず。 
 

有価物の種類数 単 位 単 価 

1 種類 １kg につき ３ 円 

２種類 １kg につき ４ 円 

３種類 １kg につき ５ 円 
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  ６．レジ袋削減キャンペーン 
    平成２１年度より、ごみの減量、地球温暖化防止対策の一つとして、レジ袋の削減、マイバッ

グ・マイバスケット利用促進の啓発活動を実施。 
   ※本キャンペーンはその活動内に市内のスーパーの利用者にチラシを配布する等の、不特定多数 

の人間と接触することが含まれているため、新型コロナウィルスの感染状況を見てからの実施 
を予定。 

 
  ７．小学生向け３Ｒ推進講座 
    ３Ｒ（リデュース(発生抑制)、リユース(再使用)、リサイクル(再生利用)）の普及啓発を図るた

め、毎年、小学校の夏季休業中に小学生とその保護者を対象として３Ｒ推進講座（夏休み親子で

自由研究「３Ｒでごみを減らそう」）を開催。 
  ※令和４年度では、８月２日（火）午後１時２０分～４時１０分／小山川クリーンセンターで 

「～夏休み親子で自由研究～３R を学んで工作をしよう！」を実施予定。 
   ※新型コロナウィルスの感染状況を見て実施を予定。 
 
  ８．広報紙等による啓発 

広報ほんじょう「ECO ガイド」やホームページなどで、ごみ減量化・再資源化の啓発を実施。 
【啓発の例】 
・集団資源回収の予定紹介や新規回収団体の募集 
・使用済み小型電子機器のイベント回収 
・生ごみ水切り運動、ダンボールコンポスト（講習会や作り方の紹介）及び食品ロス削減方法 
・スプレー缶等の出し方の変更 
・ごみ分別アプリの無料配信開始 
 

９．生ごみ水切り運動 
   平成２８年度から、家庭から出る生ごみの水切りの徹底によるごみの減量に対する意識向上と 

啓発のため、生ごみ水切り運動を実施。市民が手軽に水切りを行う手段を提供するため、市内企 
業の㈱カインズと協定を結び、官民協働で水切り器の開発を実施。 

   令和元年度では、より安価で使いやすい新たな水切り袋を㈱カインズと開発。水切り運動啓発 
のため、新たな水切り袋を啓発品として、環境推進課及び支所環境産業課窓口をはじめ、転入者 
や公共施設等で配布中。  

 
１０．事業系古紙回収協力店制度 
   事業所で不要になったＯＡ紙などの古紙を、協力店の営業時間内であれば、自由に無料で持ち 

込むことができる制度。置き場所に不自由していた古紙を手早く片づけられるとともに、ごみ処 
理費用の節減が可能。 

   現在、８店舗を協力店として登録。 
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１１．雑がみ回収事業 
    雑がみは、資源化できるにもかかわらず、現状においてほとんどが可燃ごみとして処理されて 
   いる状況である。これらを雑がみとして回収することで、減量・資源化へ繋がることから、平成 

３０年度から特定の集団資源回収登録団体と協力して実施。 
   令和３年度実績 

南本町自治会 藤田小学校 
ＰＴA 第二金屋自治会 秋平小学校 

ＰＴA 小島南自治会 
泉町自治会 
※令和３年

度に登録 
８８０㎏ ０kg １，２６０kg １，５９０kg ２，５７０kg ３１０㎏ 

※推計量 
 

１２．ごみ減量・リサイクル協力店認定制度 
資源が循環するリサイクル型のまちづくりのための民間事業者との協働によるごみ減量と再 

資源化のため、ごみ減量及びリサイクル活動に積極的に取り組む市内の小売店舗を「ごみ減量・ 
リサイクル協力店」と認定し、市ホームページ等でＰＲを実施。 
認定協力店 ９店舗 

   ※令和３年度に認定協力店が５店舗増加し、４店舗から９店舗になった。 
 

１３．ダンボールコンポスト講習会 
ごみ減量化の取り組みとして、一般のコンポストに比べ安価で手軽に始められるダンボール 

   コンポスト等の講習会を実施するとともに、ごみ減量モニターの募集を行い、ごみ減量化の取り 
組みを HP 等で広報を実施。また、家庭で手軽に実施できるよう、ダンボールコンポストの作り 
方等も掲載。 

  ※令和４年度では、７月２４日（日）午前１０時～１１時３０分／本庄市役所（６階大会議室） 
で実施予定。 

※２回目以降も含め、新型コロナウィルスの感染状況を見て実施を予定。 
 

１４．生ごみ処理容器等設置費補助金 
   家庭から出される可燃ごみの内、生ごみの重量の約８割が水分であるといわれており、また、 

家庭から出される枝木の剪定枝等の減量化及び再資源化も課題であるため、ごみの減量化及び資 
源化を促進するため、生ごみ処理機又は剪定枝等破砕機（ガーデンシュレッダー）を設置する者 
に対し補助金を交付。 

  ・補助対象者 市内に住所を有し居住している世帯主で、機器の管理を適切に行い、生ごみから 

できた堆肥や粉砕した剪定枝等を自家処理できること。 

  ・補助内容  生ごみ処理容器等の数の上限は、生ごみ処理容器は１世帯当たり２基とし、電動 
式生ごみ処理機及び剪定枝等破砕機は１世帯当たりそれぞれ１基とする。また、 
補助金を受けた者は補助金を受けてから３年間は補助金を受けられない。 

  ・補助金額  購入金額に２分の１を乗じて得た額。 
上限額は生ごみ処理容器で５，０００円、電動式生ごみ処理機及び剪定枝等破砕 
機は３０，０００円。 
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②埼玉県内のごみ排出状況 
  埼玉県内の市町村で１人１日当たりのごみ排出量（生活系ごみ及び事業系ごみの合計）を比較した

場合、本庄市はワースト３位（1,125ｇ/人日）であり、県北部の市町村の排出量が多い傾向がある。 
なお、全国平均は 901g/人日。埼玉県平均は 861g/人日。 

 
※ 令和２年度１人１日あたりの排出量（環境省による令和 2年度一般廃棄物処理実態調査より抜粋） 
       
【合 計】（生活系ごみ＋事業系ごみ） 

順位 自治体 
１人１日あたりの 

排出量（ｇ） 
人口（人） 

ごみ総排出量（ｔ） 

  
※うち、集団 

回収量（ｔ） 

1 美里町 1,172 11,114 3,694 257 

2 熊谷市 1,128 195,814 68,386 1,718 

3 本庄市 1,125 77,893 26,181 966 

4 深谷市 1,081 142,966 49,402 1,446 

5 秩父市 1,051 61,340 18,200 668 

6 行田市 1,021 80,341 26,260 463 

7 加須市 1,010 112,852 33,538 517 

8 羽生市 988 54,416 17,064 219 

9 川島町 982 19,751 5,499 177 

10 上里町 965 30,893 9,306 306 
       

【生活系ごみ】   【事業系ごみ】  

順位 自治体 
１人１日あたりの 

排出量（ｇ） 
  順位 自治体 

１人１日あたり

の排出量（ｇ） 

1 深谷市 873  1 秩父市 336 

2 美里町 861  2 本庄市 324 

3 熊谷市 821  3 美里町 311 

4 寄居町 821  4 熊谷市 307 

5 行田市 820  5 戸田市 288 

6 本庄市 802  6 八潮市 254 

7 鳩山町 788  7 三芳町 248 

8 川島町 788  8 春日部市 241 

9 羽生市 787  9 加須市 233 

10 神川町 782  10 小鹿野町 221 
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③現在の課題 
  埼玉県内の市町村で１人１日当たりのごみ排出量（生活系ごみ及び事業系ごみ）を比較した場合、

令和２年度実績で、本庄市はワースト３位となっている。はっきりとした要因を導くことはできない

が、２つの要因が考えられる。 
一つ目として、自然環境豊かな県北地域の自治体のごみの量が、概ね多くなっていることから、樹

木の剪定や雑草等の除去によるごみが多いことが一因と考えられる。 
二つ目として、本市は、市民一人当たりに対する事業所数が多いことから、市民一人当たりのいわ

ゆる「事業系ごみ」の排出量が多く、これが要因のひとつと考えられる。 
このような現状を踏まえ、各種のごみの減量化を進めることが課題となっている。 

 
 
④今後の対応 
  これまで、廃棄物の発生抑制や再資源化のために、集団資源回収や資源ごみの分別収集等に取り組

んできたが、今後は、市民や事業者の更なる意識向上を図るとともに、循環型社会の構築を積極的に

推進していくことが必要である。 
 
 ●ごみの減量化・再資源化等の推進のための啓発活動の実施 

 環境学習及び３Ｒ講習会等の開催や、広報ほんじょう、ホームページ及びごみ分別アプリ等により、 
生ごみの減量、食品ロスの削減及び事業系廃棄物の適正処理等に関する周知・啓発活動を実施。 
  
●排出事業者への立入検査等の指導の実施 
 事業系ごみの削減のため、小山川クリーンセンターへの搬入ごみの検査の結果を基に、排出事業者 
への立入検査等の指導を例年実施しているが、これに加えて、排出事業者への埼玉県との合同立入調 
査の実施及び過去に指導を行った事業所への改善状況の確認調査を実施。 

 
●「生ごみ出しません袋」の交付の検討 
 生ごみ処理容器の設置等による生ごみの自家処理の促進により、より廃棄物処理量の減少を図る 
ため、生ごみの自家処理を行う世帯への一定枚数の「生ごみ出しません袋」の交付について検討。 

 
 
⑤事業等の開始の経緯 

【廃棄物処理事業の沿革】 
  本庄市（旧本庄市、旧児玉町）は、直営でごみ収集及び埋め立て処理を行っていたが、昭和４９年、

児玉郡市広域市町村圏組合による清掃センター（神川町新宿）の建設に伴い、焼却処理に転換。 
以降の廃棄物処理事業の沿革は以下のとおり。 

 
昭和４９年度    ・児玉郡市広域市町村圏組合立清掃センター（可燃ごみ処理施設）稼働開始 

・本庄市で一部収集委託を開始 
昭和５２年度    ・児玉町で一部収集委託を開始 
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令和 元年度     ・新たな生ごみ水切り袋を開発し販売開始 

              ・ダンボールコンポスト講習会を実施 

              ・小山川クリーンセンターへのごみ搬入手数料の無料制度（100 ㎏以下の家庭系 

               ごみの直接搬入は無料）が廃止 

令和 ２年度      ・じん芥収集所設置費補助金事業を開始 

・ごみ散乱防止用ネット交付事業を開始 

・ごみ分別アプリの導入 

  令和 ３年度      ・スプレー缶・カセットボンベの排出方法の変更 

・取っ手付（レジ袋型）のごみ袋の販売開始 

                ・生ごみ処理容器等設置費補助金事業を開始 
 

昭和５３年度 ・児玉町で全域収集委託を開始

昭和５５年度 ・児玉郡市広域市町村圏組合立破砕処理工場（不燃ごみ処理施設）稼働開始

昭和５９年度 ・本庄市で有害ごみ収集開始

平成 元年度 ・児玉郡市広域市町村圏組合立利根グリーンセンター（し尿処理施設）稼働開始

平成 ５年度 ・本庄市で資源ごみ分別収集を開始

・本庄市、児玉町で一般廃棄物処理基本計画書策定 
平成 ７年度 ・児玉町で有害ごみ収集開始

平成 ８年度 ・本庄市で全域収集委託を開始（粗大ごみ除く）

平成 ９年度 ・児玉郡市内統一指定ごみ袋導入

平成１１年度 ・児玉郡市内統一ごみ袋を指定制度から認定制度へ移行

・児玉郡市広域市町村圏組合立小山川クリーンセンター試験的稼働開始

 （これにより、清掃センター及び破砕処理工場の受け入れを停止）

平成１２年度 ・児玉町で資源ごみ分別収集を開始

・児玉郡市広域市町村圏組合立小山川クリーンセンター本格稼働開始

平成１３年度 ・本庄市、児玉町で一般廃棄物処理基本計画書（第２次）策定

・本庄市で ISO１４００１認証を取得

平成１６年度 ・本庄市で ISO１４００１認証を更新

平成１７年度 ・平成１８年１月１０日、本庄市と児玉町が合併し新本庄市が誕生

平成１９年度 ・事業系一般廃棄物削減対策地域会議設置

平成２０年度 ・事業系一般廃棄物削減対策（本庄地区キャンペーン）実施

・本庄市全域で有害ごみ収集回数統一

・レジ袋削減に向けて取組を開始

平成２１年度 ・レジ袋削減（環境にやさしい買物キャンペーン）県北地域一斉実施

・本庄市一般廃棄物処理基本計画書策定

平成２２年度

平成２３年度

平成２４年度

平成２５年度 ･廃棄物減量等推進審議会から市長に「資源ごみの分別の推進について」答申

平成２６年度 ・一部の自治会で資源ごみの常設回収を開始

・使用済小型電子機器回収事業を開始

平成２７年度 ・使用済小型電子機器回収事業において認定事業者と協定を結び宅配便回収を開始

平成２８年度 ・民間事業者と協定を締結し、官民共同で生ごみ水切り器を開発し販売開始

平成２９年度
・事業系古紙回収協力店制度を開始

平成３０年度 ・雑がみ回収モデル事業を実施

・ごみ減量・リサイクル協力店認定制度を開始 
・本庄市一般廃棄物処理基本計画及び本庄市災害廃棄物処理計画策定

･市長が廃棄物減量等推進審議会に「資源ごみの分別の推進について」諮問

･庁舎廃棄文書リサイクル事業を本格開始

･高齢化社会における廃棄物行政について検討

・市長が廃棄物減量等推進審議会に「ごみ減量化の推進方策について」諮問

・廃棄物減量等推進審議会から市長に「ごみ減量化の推進方策について」答申


